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加藤哲夫氏博士学位申請論文審査報告書
早稲田大学法学学術院・大学院法務研究科教授加藤哲夫氏は、2007年３月７
日、その論文『企業倒産処理法制における基本的諸相』を早稲田大学大学院法学
研究科に提出して、博士（法学・早稲田大学）の学位を申請した。後記の審査員
は、右研究科の委嘱を受け、この論文を審査してきたが、2008年２月15日、審査
を終了したので、ここにその結果を報告する。
I 本論文の構成と内容（省略）
II 本論文の評価
本論文の内容は大別して、第一編の米国倒産法制の研究と第二編の日本法の研
究の二つから成る。
１ 第一編について
第一論文は、アメリカにおける鉄道更生という高度に公共性を有する分野にお
ける研究により、鉄道財産の特殊性、すなわち土地の広域分散化という特殊性と
結びついて、総財産を一体として管理・運用する方式の更生手法が生みだされた
こと、1935年法下では、鉄道会社の更生が鉄道会社の公共性によって支えられ、
公共性を維持するために鉄道会社の財産は一体として管理されるべきであり、そ
の事業は中断されてはならないと強く意識されていたことを指摘する。しかし他
方で、1978年法下では、鉄道会社の公共性から事業の継続を捉える更生理念の認
識は後退し、倒産処理手続は債権債務の決済を主眼とした手続であることを前提
として、再建型手続では企業自体の再建可能性から企業更生を捉えようとする思
考が進化したと解されている。こうした公共分野の研究は、1980年代の金融機関
破綻処理に向かい、第二論文では、連邦預金保険制度は預金者の保護を目指した
ものであるが、その目的からみると、基金による保険金の支払いは、基金の大幅
な拡大が見込まれない状況においては活用の限度があるといえること、したがっ
て、金融機関が倒産の危機に接した場合、その存続を図る預金者資産・負債承継
による金融機関再編の手法が大きな意味をもっているということができるもの
の、閉鎖金融機関のゴーイング・コンサーンとしての価値が承継金融機関にとっ
て意味をもつこと、ゴーイング・コンサーンを十分に活用できる承継金融機関の
存在が前提になることが限界となることを指摘している。第一論文の明快な分析
に引き続き、第二論文は、著者のアメリカの状況認識の正確性および卓越した洞
察力を実証したものとして、高く評価することができる。
アメリカ法制研究の第三論文は、G型組織変更の仕組みを考察するものである
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が、内国歳入法典に定められていた法人の非課税組織変更における位置づけ、会
社更生と非課税組織変更との接点、連邦倒産法における内国歳入法典との関係を
整理して分析したうえで、G型組織変更の内容、要件、効果を論じており、G型
組織変更の法的問題点を極めて的確に把握し、その問題点を浮き彫りにしている
ことが注目される。その一つに持分継続性の要件があるが、これを厳格に適用す
ると G型組織変更による更生が不可能になるため、被取得法人の発行した証券
を保有する債権者は被取得法人の所有者とみなす考え方を採用することが柔軟性
のある措置であるとする。被取得法人が支払不能の場合には取引債権者が被取得
法人の財産を実効的に支配しているといえるのかという疑問がないではないが、
更生計画による組織変更が促進されるとの分析は議論を的確にまとめて余りある
ものといえる。
第三論文は、わが国の新会社設立などの組織変更を通じた更生の手法における
欠損金の引継ぎの可否を議論し直す必要性を指摘しており、アメリカでの議論が
示唆に富むことを論じていることが意味深い。たとえば、近時のわが国における
分割型分割においては、分割承継会社の株式が分割会社の株主に均等に交付され
ない場合（非按分比例型）は、税制適格が認められないのに対し、アメリカにお
いては、非按分比例による会社分割であっても非課税措置が認められている。し
かし、わが国では、企業が組織再編をする場合、合併においては被合併会社の繰
越欠損金は合併法人に引き継がれるが、企業グループを超えた合併には事業の関
連性、一定率の従業員の引継ぎ及び株式の継続保有が要件とされている。欠損金
の承継の認知は非効率な法人の組織再編を促すことになり、現行の組織再編税制
は、欠損金の承継という点からは、企業の再構築の一環として、公平と中立の租
税原則に反してでも、破綻法人の救済を支援している状況にある。アメリカの立
法および判例の動向に対する著者の確かな視点は、わが国における現状の問題点
を考える上で極めて示唆に富むものであり、この分野の研究として注目される論
稿である。
著者のアメリカ法研究の重要な部分を占めるのは、倒産手続と担保権実行手続
に関する問題であり、手続的および実体的両観点から考察を加えている。
まず自動停止に対する救済申立てにおける担保権者の利益の手続的保護に関し
ては、①自動停止に対する救済申立てが、1938年法では対審手続（adversary
 
proceeding）に関する規定の適用があるコンプレイント（complaint）の方式によ
るものとされていたのに対して、1978年法では申立ての方式を明定することなく
リクエスト（request）によるものとされているが、それは必要的反訴の提出によ
る審理対象の拡大および審理の長期化に対する歯止めとしての意味をもったこ
と、②1938年法の下では救済を求めるコンプレイントがあると、これについて可
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及的速やかに審理をし、かつ他の審理すべき事項に優先してその審理をすること
を要求しているに過ぎなかったのに対して、1978年法では自動停止に対する救済
申立ての審理期日（スケジュール）が法定化され、スケジュール最終審問期日か
ら30日以内に救済申立てが棄却されない限り自動停止の効果が消滅するとされた
ため、リクエストの申立てから最長でも90日という短期間で、自動停止の取消し
変更か継続かという問題に決着をつけることを可能にしたことを、豊富な資料に
あたることによって明らかにし、手続の迅速な処理という観点から自動停止に対
する救済申立ての手続を組み立てることによって、担保権者の利益保護が指向さ
れていると結論づける。
次に担保権者の利益の実体的保護に関しては、1938年法の下では、自動停止の
取消し変更の基準が、「単に理由があると認められるとき」とのみ定められ、取
消し変更の実質的基準は判例法に委ねられていたのに対して、1978年法では、①
「理由があるとき、ことにその利害関係人の財産についての権利の適正な保護が
欠けるとき」、または②「財産に対する訴訟の停止に関して、（A）債務者がその
財産に持分を有しないときで、かつ、（B）その財産が実効ある更生のため必要
ではないとき」と規定されていること、1938年法下の判例法は、「首尾よい更生
の見込み」、「担保権の設定された財産の〔更生にとっての〕不可欠性」、および
「エクイティ（目的物の価値から被担保債権額を控除した剰余価値）の存在」という
三つのファクターを自動停止の取消し変更の基準としていたが、第二のファクタ
ーが重視されていたために、担保権者にとっては必ずしも有利な形で、自動停止
の取消し変更が得られていなかったこと、1978年法は、1938年法下の判例が明ら
かにしてきた基準を明文化したものということができるが、1978年法下の多数の
判例の分析から、エクイティ・クッション（いわゆる剰余価値の幅）が適正な保護
が欠けるかどうかの判断の一般的基準とされていること、さらに事業の再建にと
っての財産の必要性とともに、債務者が当該財産につきエクイティを有すること
も過重要件とされていることを明らかにし、1978年法による取消し変更基準の明
文化は、自動停止制度における担保権者の利益との調整という契機をもっていた
と結論づける。
これらの研究は、直接には、米国の自動停止制度に類似する日本の中止命令
（平成14年改正前の会社更生法37条および平成17年改正前の商法384条）およびその取
消し変更の制度について、一つの問題提起を行ったものであるが、この度の日本
における倒産法改正作業における、自動停止制度の導入を巡る議論を先導するこ
とにもなったのであり、はからずも著者の研究者としての問題意識の確かさを証
明することとなった。わが国においては、濫用防止策を設けることが困難である
との理由で、今次の倒産法改正においても同制度の導入が見送られたが、そのこ
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とは、債務者の更生と担保権者の利益保護の調整がいかに困難な問題であるかを
示すものである。それだけに、この問題に関する著者の見解を示す論文が、本書
に書き加えられなかったことは、望蜀の嘆であるとはいえ残念である。
２ 第二編について
第一論文は、倒産法制を三つの時期に分けてその意義の変化を辿っている。第
一期は大正恐慌の時期であり、和議法の制定前後である。もともと破産法か私的
整理という選択しかない時代に、再建型法制としての和議法が導入されたことは
時宜に適ったことのように見えるが、同法は惰眠を助勢する悪法といった世評に
よって迎えられ、和議法の本来的意義は理解されなかったとされる。当時の私的
整理の実情はつまびらかでないが、債権者の立場を強調するそうした声は、ある
意味では今考えると健全な声という意味もあったかもしれず興味深い。もっと
も、その後の昭和恐慌、関東大震災を経て、和議手続は社会的に認知されてい
く。第二期は昭和13年商法改正によって会社整理、特別清算が設けられた時期で
ある。これは、会社の業務執行機関が特定の債権者と結びついて不公正な処理を
行なうという私的整理の弊害に対して、裁判所の手続による規律付けを行なうも
のであったとされる。第三期は戦後混乱期であり、昭和27年の会社更正法の制定
に代表される。とりわけ会社更正法が主として中小企業によって利用されたとの
指摘は興味深い。
戦後は、オリンピック後の不況期と石油危機の二つの時期で倒産処理の状況が
変わってきたとされる。会社更正法中心だったのがその利用が減少し、和議・会
社整理の増加である。その後近時は、既存の制度の硬直性を嫌った私的整理の増
大が見られる。また消費者破産の増大も顕著な傾向となっている。著者は、消費
者破産については、破産者の負担を少なくするアメリカ的な行き方に理解を示し
つつも、その社会的コストの負担という大きな問題は一倒産処理法制の問題では
ないとされる。
第二論文は、明治初期の企業倒産処理法制に遡った歴史的検討を行ない、大正
11年の和議法が、少数・少額債権者の横暴の抑止を掲げつつも、裁判上の和解と
しての意義を強調する。昭和13年商法改正で導入された会社整理、特別清算につ
いても、取締役の業務執行に対する監視機能の強化の観点から、裁判手続として
の損害賠償の査定制度、裁判所の監督下における厳重な清算手続の意義を認めら
れる。戦後の会社更正法制定については、企業維持の観念の強調という会社法と
の関連性に言及される。バブル崩壊後については、金融機関の破綻処理につい
て、業態に特化した法制の意義を指摘される。そのうえで、近未来的には「倒産
処理」というよりは「債権者・債務者協調型」処理を示唆される。
以上の記述を概観すると、私的整理に秩序を求め、しかし欧州型の債権者優
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位、裁判所の介入という視点の硬直性への忌避、再び私的整理の横行、といった
現象が繰り返されているようにも見える。また新会社法は、会社法の中に破綻処
理のための制度を一般論として導入してきているという現象もある。デットエク
イティスワップ、債権の現物出資、100％減資の一般的肯定、欠損会社の合併
等々。破綻処理法制は、会社法と共に歩み、そこから離れ、再び会社法と共に理
解されなければならない状況にあると思われる。著者の指摘をそのように生産的
に受け止めていくことが必要であろう。
第三論文は、会社更正法改正要綱試案の段階での議論を整理し、その際アメリ
カ法に関する著者の豊富な知見を駆使したうえで、会社更正法と民事再生法の等
質化と異質性の双方の視点を明らかにする。分析の視点は、保全段階に関する事
項、手続開始に関する事項、管財人選任に関する事項、関係人集会に関する事
項、担保権の目的財産の換価に関する事項の５点である。保全段階での包括的禁
止命令は規制の実効性の強化、監督委員による共益債権化の承認権付与も民事再
生法に倣うものであるが、こうした現象が多々見られることとなった。著者はこ
うした動向を一面において肯定するが、民事再生法との棲み分けこそが必要であ
るとの慎重な姿勢を保持している。会社法が出張ってくれば来るほどに、投資者
保護、債権者保護、労働者保護の要請は強まると思われるが、そうした広範な視
点を取り込んだ著者が描く構図を示して頂きたいとの希望を持つに至った。いず
れにせよ、会社法を専門とする者に対しても、大きな刺激を与えうる論考であろ
う。
第四論文は、旧破産法における否認制度改正の方向性について、多面的な検
討・分析を加えている。著者は、これまでの否認理論が破産財団の充実の視点か
らのみ組み立てられてきたことに対する批判を基点として、経済的に破綻した情
況の中での債務者の破産回避行動を否認に関する判例法理や学説との関わりでど
のように評価すべきかの問題を提示する。著者は、破綻段階での破産に伴う社会
的な影響を極力回避しようとする債務者と相手方との間の取引ルールを無視すべ
きではないと考え、一定の否認阻却事由を個別具体的に法制化すべきものとさ
れ、その際、1978年米国連邦倒産法第547条（c）が規律する同時交換的取引
（contemporaneous exchange）を参考とすべきであり、一定の範囲で否認対象か
ら債務者の取引行為を除外する方向での立法が必要であることを主張される。
否認制度は、倒産処理手続の中核に据えられる重要な制度であり、破産法改正
に当たっても最重要点の一つであった。第四論文における著者の一連の提言は、
いずれも、的を得た貴重な指摘であり、平成16年の破産法（平成16年法律第75号）
における否認制度（破産法第160条以下）に活かされたところであることからも第
四論文のもつ否認制度研究への高い寄与を知ることができよう。
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以上、本論文は、全編にわたって、著者のきわめて高い研究能力が示されてお
り、いずれもこの分野の最高水準の論文として学会に益するところが大きい。も
っとも、そうした評価を踏まえて、なお、本論文の提出者に望むところがあると
するならば、私的整理に対する司法の介入、再び私的整理の強調といった歴史的
な経緯のなかで、現代日本で懸念される私的整理の公正に対する著者の見解の披
瀝であり、現代日本で自由度が最大に認められた事業再編法制のもとで、人為
的、意図的ともみられる破綻に対する著者の発言であろう。サブプライムへの処
理にみられるアメリカ的行き方、それは債務者に対して、甘い法制あるいは再
生、再チャレンジといった言葉に秘められる危うさでもあるかにもみえるが、こ
うした問題に対して、アメリカ法に造詣の深い著者の批判的見解を社会は求めて
いるであろう。もとより、こうした希望があることは、本論文の価値をいささか
も下げるものではない。
III 結 論
以上の審査の結果、後記の審査員は、本論文の提出者が博士（法学・早稲田
大学）の学位を受けるに値するものと認める。
2008年２月15日
審査員
早稲田大学教授 上 野 男
早稲田大学教授 博士（法学・早稲田大学) 上 村 達 男
早稲田大学教授 博士（法学・早稲田大学) 遠 藤 賢 治
早稲田大学教授 法学博士（早稲田大学) 近 江 幸 治
主査 早稲田大学教授 栂 善 夫
以上
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